資料１　『一丸ファルコスの知財経営』    　　　　　　　　                     　　  
［2008/12/26］知財Awareness より（一部編集あり）
記者：近年，知財を経営資源の１つとして積極的に活用しようという動きが生まれている。これに応じて知財部門の役割にも変化が起きているように感じるが，一丸ファルコスではどうか。

社長：わが社は，創業当時から知財を重視し，ビジネスの可能性があるのに他社が狙っていない分野に向けて集中的に研究開発してきた。わが社にとって知財はビジネスの根幹である。
他社の技術開発動向に一番詳しい立場にあるのが知財管理課で，情報を開発部に示し，開発を効率化させるという役割を担う。知財管理課は開発部に属しており，従来から部内で密にコミュニケーションしているが，人材不足を感じている。
開発部知財管理課主査：知財戦略を強化するには人材（能力）の強化が必須である。わが社では，OJTの一環として知財管理課員を原料開発課へ異動させるなどして他部門の状況を理解するようにし，人材育成によって知財戦略を強化させる方針である。
記者：従来とは異なり、知財部門の役割は研究開発にまで深く関わるようになっている。研究開発テーマの決定にはどのような枠組みがあり，知財管理課はどのように関与しているのか。

開発部長：現在，わが社の知財管理課は開発部に知財情報を提供している。今後は開発部の活動に大きな影響を与えられるように，いっそう体制を整えていきたい。
わが社における方針決定の流れには大きく分けて２つある。（１）学会での情報収集から，（２）化粧品メーカー（顧客）の要望から，である。　
（１）に関しては，開発部員が国内外の学会で情報収集する。そこから研究開発動向をつかみ，市場のニーズを予想することでテーマを決定する。（２）に関しては，顧客から“特定用途の商品を開発するために必要な原料を開発して欲しい”という要望がくる。これらに関しては，先行技術などを調査して他社の特許に抵触していないことを確認し，開発に入る。必要に応じて顧客や大学と共同開発する場合もある。わが社が持つ原料だけでは新原料を作れないからだ。最近では，（２）が増えている。

記者：原料メーカーの知財部門として気を使っていることは何か。

社長：化粧品の規制緩和に伴って，2001年４月から，医薬部外品を除くすべての化粧品について，原料の「全成分表示」が義務付けられた。全成分表示に変わってから，顧客が原料に関する特許の安全性に気を使うようになり，供給される原料に関する自社特許の概要，他社特許出願状況，他社特許取得状況などを調査した「特許報告書」の提出を求めるようになった。特許報告書によって原料の調達を決定する企業もある。綿密な特許調査によって危険性をできる限り排除し，顧客からの信頼を高めている。
資料２：　『タカラバイオ、セラミダーゼ阻害剤の特許を一丸ファルコスに供与』　　　　　
[2008/09/16]　タカラバイオ株式会社　ニュースリリース　より
タカラバイオ株式会社（社長：加藤 郁之進）と、一丸(いちまる)ファルコス株式会社（社長：安藤 芳彦）は、当社が保有するセラミダーゼ阻害剤に関する特許の日本国内における独占的実施権を、一丸ファルコス社に供与する契約を締結し、本年9月21日より発効します。本契約締結により、一丸ファルコス社はセラミダーゼ阻害剤を含む製品を日本国内で製造・販売することができ、当社は一丸ファルコス社より契約一時金及びライセンス対象製品の売上に応じたランニングロイヤリティーを受け取ります。 

（中略）

一丸ファルコスは、本特許技術を用いて、従来のセラミドを配合する化粧品素材とは異なり、ヒトの皮膚細胞に働きかけて皮膚が作り出すセラミドを増加させる、新しいタイプの化粧品素材の開発を行い、化粧品メーカー向けに化粧品原料を販売していく予定です。 
なお、本件について、当期の当社連結及び単体の業績に与える影響は軽微であります。
